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古屋範子議員の年金問題の議論についての質問に、山井和則が答弁 

 

○古屋（範）委員 公明党の古屋範子でございます。 

 本日は、特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律案につきましてお伺いしてまいりたいと思い

ます。 

 まず冒頭、本法案作成に尽力をされてこられた与野党の議員の先生方に、心から敬意を表したいと思っており

ます。 

 さて、今、国民の皆様が大変強い関心を持っていらっしゃるのが年金問題でございます。さきの通常国会にお

きましては、年金の給付と負担の均衡、また世代間格差の是正など、将来にわたる持続可能な制度にするための

年金改革法が成立をいたしました。そして、課題として残されている年金制度一元化の問題、第三号被保険者の

取り扱い、社会保険庁改革、そして今回の法案の目的であります無年金障害者対策など、積極的に取り組み、制度

の信頼回復に努めていかなければいけないというふうに考えております。 

 私は、これらの問題に取り組むために、本年五月の自民、公明、民主の三党合意に基づき、一元化問題を含む社

会保障全体のあり方を議論することが急務であると考えます。政府におかれましても、細田官房長官の私的懇談

会、社会保障の在り方に関する懇談会を立ち上げ、既に社会保障全体の見直し議論を進めていると聞いておりま

すが、三党合意の与野党協議を早急に始める必要について、まず尾辻大臣にお考えをお伺いいたします。 

 また、三党合意にございました与野党協議を行うことについて、民主党の皆様も、年金問題を政争の具とする

ことなく、一刻も早く協議開始に応ずるべきと考えております。ここで、確認の意味で、民主党、与党の皆様にお

考えを伺ってまいります。 

○尾辻国務大臣 さきの通常国会における改正年金法の御審議の中で、公的年金制度の一元化を含む社会保障制

度の一体的な見直しが大きな論点になりました。そうした中で自民、民主及び公明の三党合意が行われた、こう

いうふうに理解をいたしております。 

 政府といたしましては、この合意を受けまして、さらにまた経済界、労働界からの御要請もありましたから、社

会保障の在り方に関する懇談会を設置いたしまして、年金一元化問題を含む社会保障制度全般の一体的な見直し

について議論を行っているところでございます。 

 年金の一元化を初め、年金制度のあり方について引き続き幅広い議論が必要だと考えますので、三党合意を踏

まえ、与党間におかれましても、国民的な見地から早急に真摯な協議が行われることを望んでおるところでござ

います。 

○山井議員 古屋範子議員にお答えいたします。 

 通常国会の衆議院厚生労働委員会において強行採決が行われた後、民主党、自由民主党、公明党の三党の間で

合意が行われました。しかし、参議院厚生労働委員会で、与党は再度強行採決をしました。その時点で与党の行為

によって信頼関係が壊されたことは、先日の党首討論によって岡田代表が申し上げたとおりです。そういう意味

では、まさに強行採決という手段によって、この年金協議を政争の具にしているのは与党だと言いたいわけであ

ります。 

 小泉総理も含め、与党は、三党合意を持ち出して早急に協議を開始することが必要だと言われますが、抜本改

革案について責任を持って議論をまとめるというような姿勢は、小泉総理を先頭に、全く見られません。 

 岡田代表も、再三、自民党総裁である小泉総理に提案をしております。それは三点であります。第一に、基礎年

金ないし最低保障年金相当分について、全額税方式により一元化し、その財源に年金目的消費税を活用すること。

第二に、いわゆる二階建て部分については、一元化を前提に、国民年金対象者を含めた負担と給付のあり方につ

いて検討すること。最後の第三に、納税者番号制の導入を行うこと。この三点を与党各党が約束するのであれば、

与野党間の協議は意味あるものになりますから、すぐにでも協議に入りたいと考えております。さらに、私たち

もこの厚生労働委員会において年金の集中審議を求めておりますので、来週からでもその審議を行っていただき

たいと思います。 



 本気で審議をする気がないのに、アリバイづくりのためにだけ与野党協議という場だけをつくるのは、結果的

には国民をだますことになるので、断じて反対であります。 

 以上です。 


